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１ 新災害情報システムの稼働に向けた進捗状況について・・・・・・・・・・・・ ２ 

２ 水防体制再構築の検討状況について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４ 

（危機管理部）



災害・オウム対策調査特別委員会報告資料 
令和３年１２月１５日 

件   名 新災害情報システムの稼働に向けた進捗状況について 

所管部課名 総合防災対策室 災害対策課 

内   容 

 「新災害情報システム」（令和４年度稼働予定）の進捗状況を報告する。 

 

１ システムの概要（別紙参照） 

（１）「情報共有システム」【職員向け】 

・ 災害対策本部と避難所との情報伝達を担い、開設状況や避難者数

などの情報を集約・情報連携し状況把握できる。 

・ 平常時は避難所備蓄管理などの内部向け報共有ツールとしての利

用を検討。 

（２）「災害ポータルサイト」【一般区民向け】 

・ 発令された避難情報や避難所開設・混雑状況など、区から提供さ 

れた情報をリアルタイムで確認できる。 

・ 区が集約した情報はサイトの地図上に表示される。 

（３）「防災アプリ」【一般区民向け】 

・ スマートフォン等のアプリとして「災害ポータルサイト」の情報 

提供に加え、既存アプリの機能（防災ふえ等）を予定。 

 

２ 進捗状況と今後の予定 

時期 内容 

令和３年８月 派遣職員操作体験（訓練） 

令和３年１１月 災害用タブレットを管理職に配付 

～令和４年１月 「災害ポータルサイト」「防災アプリ」構築 

令和４年２月～ 
試験運用開始、職員操作研修等 

平常時の内部利用の検討 

令和４年４月 本格稼働開始 
 

問 題 点 

今後の方針 

 令和４年４月本格稼働に向け、災害時の利用とともに平常時の内部利用

や区民への提供内容について検討を進めていく。また、既存の防災アプリ

との整理を図っていく。 

議会へは本格稼働前に報告していく。 
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避難所 派遣職員

災害対策本部

クラウドサービス

■「区内の被害状況」

■本部と現地の情報共有

■「避難所の状況」

災害情報
ポータルサイト

区民

■「区内の被害状況」

■避難所の開設・混雑状況

現場とつながる 区民とつながる

避難所 派遣職員災害対策本部

災害情報システムの構築

課題1

■タブレットを活用

災害対策本部と現地職員の情報共有が
スムーズにできなかった

課長等

課長、避難所
の人数は●●人
です了解、本部に

報告する
現地の状況は
どうだ？

課題2
避難所の混雑状況や被害状況などを
リアルタイムで発信できなかった

令和4年4月
本格稼働予定

ポータルサイトの立ち上げ／アプリ開発など

災害対策本部

報道広報課

情報

区ホームページ

■避難所情報

あああ小学校(住所）

いいい小学校(住所）

ううう中学校(住所）
えええ中学校(住所）

区民

私の家の近く
は何小学校？

近くの避難所、
満員かな？

モニター

■現地情報を
リアルタイムで発信

■新ポータルサイト

■避難所開設情報が
地図上でわかる

■新アプリも開発中どちらも

を利用

令和元年台風第19号から見えた課題、そして課題解決へ 別紙
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災害・オウム対策調査特別委員会報告資料 
令和３年１２月１５日 

件 名 水防体制再構築の検討状況について 

所管部課名 
総合防災対策室 災害対策課、防災力強化担当課、調整担当課 

福祉部 福祉管理課 

内 容 水防体制再構築に係る部会において、進捗があった内容について報告する。 

１ 要支援者対策部会 

※ 避難行動要支援者：要支援者と表記 水害時個別避難計画書：計画書と表記

（１）「水害時個別避難計画書」の作成

令和２年１１月に、要支援者を対象として発送した「災害時安否確認申

出書」に対する回答を基に、優先区分を５段階（Ａ～Ｅ）で設定し、順次

要支援者宅を訪問しながら、計画書の作成を進めている。 

優先区分 対象者数 進捗状況等 

Ａ 

・ 自宅が浸水

・ 自力避難不可
・ 支援者無し

75人 
・ 区職員と福祉専門職（ケアマネジ

ャー等）が要支援者宅を訪問し計

画書を作成済み

・ 完成した計画書を順次要支援者宅

へ持参し説明

・ 要介護度 4～5
・ 障害支援区分 5～6
・ 愛の手帳 1～2度

・ 浸水リスクが高い
地域に居住する医
療的ケア児

12人 

Ｂ 

・ 自宅が浸水

・ 自力避難不可

・ 支援者無し

498人 

・ 令和４年８月末までに計画書作成

・ 令和３年度（令和 3 年 9 月～令和 4 年 3 月）

→498人のうち 233人を作成予定
→9月～12月で 118人訪問予定

・ 令和４年度（令和 4 年 4 月～令和 4 年 8 月）

→498人のうち 265人を作成予定

・ 要介護度 3

・ 身体障害者手帳 1～3級

・ 障害支援区分 4

Ｃ 

・ 自宅が浸水

・ 自力避難不可

・ 支援者有り

2,495人 

・ 優先区分Ｃ以降の計画書作成方法

について引き続き検討する。
Ｄ 

・ 自宅が浸水

・ 自力避難可能
1,674人 

Ｅ 

・ 自宅が浸水しない

・ 自宅で避難できる

場所がある

4,171人 

計 8,925人 ― 

(対象者数は令和 3年 2月 26日時点で「災害時安否確認申出書」の返信・回答があった方)  

継続検討

計画書作成中

計画書作成済み
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（２）「災害時安否確認申出書」の発送

以下の要支援者を対象として「災害時安否確認申出書」を発送し、「避

難行動要支援者名簿」に必要な情報収集のほか、回答を基に優先区分を分

類し、計画書の作成に活用する。 

特に、令和 2年 11月分について回答がない要支援者についても実態を把

握するため、今回初めて再勧奨を実施した。 

対象 対象人数 回答数 

1 

令和 2年 10月～令和 3年 9月の

間に新たに要支援者に該当された

方 

【新たに要介護５認定 等】 

３,４８５人 

〔令和 3 年 10 月 29 日発送〕 

１,８０７件 

（回答率 51.9％）

2 
令和 2年 11月にお送りした「災

害時安否確認申出書」の回答がな

い要支援者 

【未回答：約１０,０００人】 

６,６５０人 

（転出・死亡者等除く） 

〔令和 3 年 11 月 19 日発送〕 

１,８１４件 

（回答率 27.3％）

（返信数は令和 3年 12月 8日現在） 

※ 上記により回答があり、且つ優先区分Ａに該当する要支援者については、

随時計画書を作成する。 

（３）要支援者対策部会検討事項

検討項目 状況 備考 

1 

足立区-介護サービス事

業者の水害時対応タイ

ムラインの作成

新規検討 

・ 要支援者への避難支援をより

確実に実施するため、足立区

と介護サービス事業者のタイ

ムラインを新たに作成する。

2 
作成した計画書の確認

・更新
継続検討 

・ 作成した計画書について、定

期的に確認・更新する仕組み

を検討する。

3 

水害時に開設する予定

の第二次（福祉）避難所

の備蓄物品配備 

継続検討 

・ 備蓄物品未整備の３カ所につ

いて、敷地内に配備できるよ

う関係機関等と協議を進めて

いく。

4 

第二次（福祉）避難所の

備蓄や要支援者へのケ

ア体制の整備

継続検討 

・ 排泄・食事介助等、要支援者

への必要なケアを実施できる

体制について検討する。

今回初めて再勧奨を実施
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２ 情報発信部会 

 検討項目 状況 備考 

1 

 

 

 

避難所における多言語

対応 

継続検討 

・ 12月補正予算計上 

・ 小中学校 104校には配備済み 

・ 小中学校を除く避難所に 60 台

分の音声翻訳機ポケトークを

導入(予備含む) 

・ 令和 3年度中に運用開始予定 

  

３ タイムライン部会 

 検討項目 状況 備考 

1 

コミュニティタイムライン 

の策定 

〔本木・関原地区〕 

第七地区町会連合会の

8町会 

継続支援 

・ 第 2回ワークショップ 

令和 3年 10月 10日実施済み 

・ 第 3回ワークショップ 

令和 3年 11月 20日実施済み 

・ 第 4回ワークショップ 

  令和 4年 1月 15日実施予定 

・ 策定後、住民周知用リーフレ

ットを作成予定 

2 

コミュニティタイムライン 

の策定 

〔千住第五地区〕 

第五地区町会連合会の

10町会・自治会 

継続支援 

・ 地区事前説明 

令和 3年 12月 2日実施済み 

・ 令和 3 年度末までにワークシ

ョップを計 3回実施予定 

 

 

問 題 点 

今後の方針 

・ 課題解決に向けて、各部会を中心に検討を深めていく。 

・ 区民への周知が必要な事項について、引き続きあらゆる機会や媒体を通じて

幅広く周知する。 
 

新 規 
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